
第１３７号議案 

   足立区国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  平成２０年１２月３日 

            提出者 足立区長  近 藤 弥 生 

 

   足立区国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 足立区国民健康保険条例（昭和３４年足立区条例第１１号）の一部を

次のように改正する。 

 第１０条第１項中「３５万円」を「３８万円」に改める。 

 第１８条の３の見出しを「（普通徴収に係る保険料の納期限等の特例）」 

に改め、同条第１項中「別に納期」を「別に納期限」に改める。 

 第１９条第１項及び第２項を次のように改める。 

  保険料の賦課期日後に納付義務が発生した場合、１世帯に属する被

保険者数が増加若しくは減少した場合、又は１世帯に属する被保険者

が介護納付金賦課被保険者となった場合若しくは介護納付金賦課被保

険者でなくなった場合における当該納付義務者に係る第１４条の４若

しくは第１５条の５の額、第１５条の１０若しくは第１５条の１３の

額、第１６条の２の額又は次条各号に定める額の算定は、それぞれ、

その納付義務が発生した日、被保険者数が増加若しくは減少した日（法

第６条第１号から第８号までの規定のいずれかに該当したことにより

被保険者数が減少した場合においては、その減少した日が月の初日で

あるときに限り、その前日とする。）又は１世帯に属する被保険者が

介護納付金賦課被保険者となった若しくは介護納付金賦課被保険者で

なくなった日の属する月から、月割をもって行う。 

２ 保険料の賦課期日後に納付義務が消滅した場合における当該納付義

務者に係る第１４条の４若しくは第１５条の５の額、第１５条の１０

若しくは第１５条の１３の額、第１６条の２の額又は次条各号に定め

る額の算定は、その納付義務が消滅した日（法第６条第１号から第８



号までの規定のいずれかに該当したことにより納付義務が消滅した場

合においては、その消滅した日が月の初日であるときに限り、その前

日とする。）の属する月の前月まで、月割をもって行う。 

 第２４条第１項第２号中「間に限る。）」を「間に限る。以下「旧被

扶養者」という。）の属する世帯の納付義務者」に改め、同条第２項各

号列記以外の部分中「納期限前７日又は当該保険料の徴収に係る特別徴

収対象年金給付の支払に係る月の前々月の１５日までに」を削り、同条

中第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 第１項第１号に該当する者に係る保険料の減免は、規則で定める期

日までに申請され、これに基づき決定した保険料から適用し、同項第

２号に該当する者に係る保険料の減免は、旧被扶養者が被保険者の資

格を取得した日以後の納期限に係る保険料から適用する。 

 附則第６条第１項中「附則第３５条の３第１３項」を「附則第３５条

の３第１１項」に改める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２１年１月１日から施行する。ただし、第１８条

の３、第１９条、第２４条及び附則第６条の改正規定は、公布の日か

ら施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第１０条第１項の規定は、平成２１年１月１日以後の出産

から適用し、同日前までの出産については、なお従前の例による。 

３ 改正後の第２４条の規定は、平成２０年度分の保険料から適用し、

平成１９年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

 

 （提案理由） 

 出産育児一時金の額を引き上げるとともに、規定を整備する必要があ

るので、この条例案を提出いたします。 


